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 熊本・大分地方で 4月 14日から発生した一連の熊本地震では、関連死を含め 60人以上の方がお亡くなりに

なり、避難者数はピーク時には18万人を超え、建物被害は 6万棟を超えました。犠牲になられた方々のご冥

福をお祈りするとともに、被害に遭われた住民の皆様、事業者の皆様には心からお見舞いを申し上げます。 

 日貨協連では昨年の 11月に BCP（Business continuity planning：事業継続計画）の講習会を、本年 2月

にワークショップを全国で開催し、私も講師を務めさせていただきましたが、まさかたった 2ヶ月後にこんな

大災害が発生するとは想像していませんでした。あらためて私たち事業者がこのような大災害にどう向き合っ

ていけばよいのか、熊本地震を教訓に考えてみたいと思います。 

 

1. 熊本地震の特徴 

 既にテレビ・新聞等で繰り返し伝えられている

ことですが、今回の地震の特徴は 2つありました。

まず前震の後に本震が来るという予想外の発生の

しかたでした。これには気象庁も「今までの経験

則から外れている」と頭をかかえるほどでした。 

 2 点目は、余震が非常に多く収束せずに続いて

いるということです。最初の前震が発生した日か

ら 2週間以上たった 4月 29日に震度 5強、5月 5

日にも震度 4の余震が 3回発生しています。タン

スなどの重い家具が倒れる震度 5強以上が 11回、

震度 1以上では 1,300 回以上にわたり揺れを繰り

返した結果、徐々に被害を大きくしていった建物

も少なくありませんでした。（5月 8日現在） 

 

2. まさか熊本でという思い込み 

 熊本県は風水害への備えはあるが、地震防災の

考え方は弱かったそうです。一般に九州は地震が

少ないという思い込みが私たちにもあったのかも

しれません。実際、日貨協連の BCP 講習会では 30

年で 70％の発生確率とされる首都直下地震と南

海トラフ地震を例に被害の様相をお話ししました。

この 2地域が危険である、他はそれほどでもない

という印象を与えてしまったかもしれません。 

 しかし日本には既に 2,000 以上の活断層が発見

されており、まだ未知の活断層もあることを考え

ると、次に来る大地震が首都圏や南海トラフ以外

の、日本のどこかである確率の方が高いとも言え

ます。ただ、１つの活断層に着目すると大地震の

発生間隔は 1,000 年から数万年と非常に長いため、

なかなか現実のこととして考えられないというこ

とではないでしょうか。しかし日本全体を対象に

発生確率の計算をすると、1活断層が大地震を起

こす確率は 1万年に 1回としても、2,000 の活断

層のどこかが大地震を起こす確率はこれらの総和

になるので、2,000×1回/10,000 年＝0.2 回/年 

つまり平均的には 5年に 1回ということになるの

です。もちろん確率の話ですから、この次に起こ

るのが5年後か10年後か1年後かはわからないわ

けですが。 



3. BCP ワークショップの振り返り 

 2 月に東京・名古屋・大阪で行われた BCP 策定・

運用ワークショップでは、発災直後にトイレが使

えない状況になったらどうするかをグループメン

バーで話し合いました。当然仮定の話として行っ

ているので、話し合いには笑顔もありましたが、

その 2ヶ月後熊本の人々はまさにこの問題で苦し

んだことを思うと、トイレ問題一つとっても、あ

るべきもの、使えるべきものが無くなるという被

災という状況がいかに過酷なものであるのかを思

い知らされます。 

 ワークショップでは「緊急時意思決定シミュレ

ーションゲーム」も行いました。これはグループ

メンバーがトラック運送業の社員で発災時に本社

営業所にいたという想定のもと、地震発生 1時間

後、翌日、2日後の各段階で何を判断しどう行動

するかをグループメンバーで話し合い発表するも

のです。社長が不在、ドライバーの大半と連絡が

とれない、本社建屋が半壊し拠点として使えない

などの非日常の状況にどう対応し、従業員の安全

を確保しつつ会社を立て直していくかがテーマで

す。熊本地震では多くの中小企業・小規模事業者

が被災しました。地震から約１ヶ月経った今まさ

に停止した社業をどう復旧していくか、会社を生

き延びさせるかに奮闘されていることと思います。 

 

4. 最初から完全をめざさない 

 「うちもこれを機に BCP を作らなければ」と思

い BCP の完成例をみると、数十ページあり情報が

ぎっしりと記されていて、「やっぱり大変そうだな

あ」という印象があるかもしれません。しかし最

初から完全なものをめざす必要はありません。ま

ずは一部分だけ取組んだとしても相応の効果はあ

るはずです。 

 例えば緊急時意思決定ゲームを社内でやってみ

ることで、社長が不在の時の指揮命令や本社が使

えない場合にどこを拠点とするかなどが議論され

答えが見えてくるはずです。これを文書にすれば

BCP の一部になります。自社の身の丈にあった取

組み方で進めていきましょう。 

 また緊急時意思決定ゲームでは災害時の対応を、

教科書を読むのでなく自分のこととして考えるた

め、参加者の想像力をかきたてます。この災害を

自分のこととして捉える想像力は大変重要です。

BCP は決して「こういう場合はこうする」という

ようにケース毎の指示が与えられる指示書ではあ

りません。災害パターンは無限にあるわけですか

ら、基本的にはその時々に判断と行動を重ねてい

き緊急事態を切り抜け業務復旧に進んで行くこと

になりますので、ゲームに参加することはこの訓

練になるわけです。BCP にはこれらの判断と行動

に必要な情報や決め事、優先順位、事前準備など

が記されることになります。 

 

5. 協同組合が旗振り役となって BCP の推進を 

 一方で BCP への取組みは、取引先の評価が高ま

る可能性があるとはいえ、日常の売上や利益に直

接貢献するものではありません。やらなければと

思いつつも日々忙しい中なかなか着手できない企

業も多いと思います。しかし日貨協連のワークシ

ョップでは各社が一堂に集まり議論しあいながら

進めたことによって、ベータ版ではありますが約

40社の BCP が生まれました。個社では進まないも

のも集団で協同して取り組むと進められるという

良い例ではなかったかと思います。 

 大地震や風水害の場合、その地域事業者のBCP

には共通点があります。また発災時には事業者ど

うしで助け合うことも重要です。ぜひ地域の協同

組合が旗振り役となっていただき、組合員全体の

事業継続力を高めていただきたいと思います。 




